
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額

（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

43                                                                    

30                                                                    

％ ％

30                     ％

24,368,764       

43                     

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

33,427,003                                                                 

58,988,477                                                                 

54,678,187                                                                 

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合

市町村 合計

-                        566,896              566,896            
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

都道府県

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

-                        

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

事業名（事業メニュー）

管内市町村決算（見込み）

-                     

58,988,477       

2,226,351           

-                        

1,340,171           

合計

2,226,351         ３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                        25,561,474       

138,422,158                                                                

-                        

-                        -                        

83,743,971                                                                 

-                     

33,279,542          12,748,841          

-                        

8,826,676           10,166,847       

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち、先駆的事業 25,561,474          

-                     

消費者行政決算総額（見込み）

46,028,383       

34,619,713       

都道府県決算（見込み）

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

人日

事業実施自治体

法人募集型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

人日

事業実施自治体

人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人日

人

県

10,175

1,584

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村

2,680,343

17

対象人員数
（報酬引上げ）

2

17

県 2

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

18,513,766

管内市町村 3

人



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

合計

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

28年度
補正予算

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

事業の実績

29年度
本予算

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

1,785,797 

41,943,000

事業経費

【H29当初交付金】
①絆で防止！特殊詐欺被害ゼロ作戦
②生きる力を育む消費者教育実践事業
③未来と人と社会のための「思いやり消費」普及事業
④特殊詐欺被害水際阻止強化対策事業

県西部相談室での土日相談実施に伴う相談員増員【H29当初交付金】

消費者被害の未然防止・拡大防止を図るための広報・啓発（新聞記事
へのＱ＆Ａ連載、ラジオ放送）【H29当初交付金】
地域見守りネットワーク強化のための研修会の開催。【H28補正交付
金】
消費者教育推進のための研修会の開催【H29当初交付金】
とっとり消費者大学の開催【H29当初交付金】

消費者団体等による自主的な啓発等の支援【H29当初交付金】

1,785,797

事業経費
交付金等対象経費交付金等対象経費

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

2,404,000 1,202,000 2,680,343 1,340,171

8,491,000 6,491,000 2,000,000 7,250,049 5,464,252

1,300,000

42,007,000

1,300,000 468,019 468,019

25,586,343 25,561,474

32,833,916 - - 35,984,754 54,202,000 50,936,000 2,000,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

対象経費（実績）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

新聞掲載料、ラジオ放送料、研修会開催経費

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

相談員人件費

消費者団体等による講演会開催等の経費助成

相談員を増員し、土日相談を実施。

①非常勤職員人件費・旅費、印刷経費、通信費、パソコンリース料
②非常勤人件費、研修参加旅費、テキスト印刷費、会場使用料、パソコンリース料、教材作成委託料
③非常勤人件費、審査員謝金・旅費、講師謝金・旅費、委託料、パソコンリース料
④非常勤人件費

新聞記事へのＱ＆Ａ連載やラジオ放送による、消費者被害の未然防止・
拡大防止を図るための広報・啓発を実施。
地域見守りネットワークを強化するため、関係者が一堂に会する研修会を
開催する。
消費者教育推進のための圏内相談員向けの研修会の開催。
とっとり消費者大学公開講座の開催により消費者教育の意義を普及。

消費者団体等による自主的な消費者啓発・広報等の取組みを支援。

・地域サロンを高齢者の特殊詐欺被害防止拠点として位置づけ、高齢者
の特殊詐欺に関する意識向上、家族や地域住民の見守力を強化し特殊
詐欺被害ゼロを目指した。
・事業者や保護者等向けに、消費者教育を分かりやすく伝える教材・資
料を開発し、消費者教育の普及・啓発を行った。また、特別支援学校の
児童・生徒、児童養護施設に入所している児童・生徒に向けた消費者教
育教材を開発し、普及・啓発した。
・「エシカル消費」普及啓発に係る取組みを学校教育として知識と行動の
定着化を図るとともに、事業者と連携したより広い層への啓発を行った。
・「特殊詐欺被害防止アドバイザー」を活用し、電話対策（入口対策）、被
害に遭わないための対策（広報啓発）、だまされても被害金を渡さない対
策（水際対策）の３段構えの対策を行い、見守り活動の輪を広げるとともに
地域ネットワークの構築を目指した。

事業強化・機能強化の成果



７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

実施形態
研修参加・受入要望

年間研修総日数

法人募集型

実地研修受入希望人数 人

人

人日

実績

自治体参加型

参加希望者数 参加者数

年間研修総日数

事業計画

人

人日

人日

人

人日

年間研修総日数

年間研修総日数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

973,000973,000

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

972,000

296,310

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

531,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

合計 19,062,000 

1,309,000

10,684,321

2,226,351

20,327,000

2,810,310 559,000 1,919,000 289,505

6,260,1504,423,7595,242,422

748,332319,000

18,356,316

7,685,000
鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、三朝
町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野
町、江府町、中部広域

鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、日吉津村、大山町、南部町、日
南町、日野町、江府町、中部広域

鳥取市、米子市

8,945,000

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

40,948,232 

若桜町、智頭町、八頭町

1,628,000

14,553,922

1,621,206 5,506,091 17,241,467 33,898,816 1,919,000 

315,640 1,621,206

972,000

8,826,676

1,092,932 344,600

20,000 43,096 18,360

523,800531,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

125,000 50,000

523,800

事業の実績

交付金等対象経費

米子市、境港市、八頭町、日吉津村

鳥取市、米子市、境港市

29年度
本予算

24,736

事業経費

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

交付金等対象経費

鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、北栄
町、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町、中部広
域

6,867,732 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

【米子市】法改正等最新情報入手のための参考図書の購入、【境港市】法改正等に対応した参考図書を購入し、相談体制の強化を図る。【八頭町】参考図書を購入し、相談機
能の強化を図った。【日吉津】相談窓口の外国人対応のため、英語の案内チラシを配架した。

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

【鳥取市】消費者啓発寸劇の講座を鳥取市消費者団体連絡協議会に委託した。鳥取大学落語研究会の開催する消費者啓発落語講座について支援した。見守りパンフレット
の作成、ネットワークの構築に向けた研修会を開催した。【米子市】自治会・公民館・民生委員・包括支援センター等の協議会（連絡会）への参加、貸出ＤＶＤの購入。

【若桜町】弁護士による無料法律相談会を毎月1回開催し、相談対応の向上を図った。【智頭町】弁護士と委託契約し、くらしの相談会を毎月1回開催した、【八頭町】専門家
（弁護士）による相談窓口を隔月で開催し、多重債務などの相談に対応した。

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

【鳥取市】専任の相談員3名を配置し複雑・多様な消費生活相談に対応した。また、夜間・休日等の時間外においても、出前講座等の啓発活動を実施した。【岩美町】相談窓口
強化のため、専門相談員を週一回配置した。【若桜町】相談体制強化のため、相談窓口に専門相談員を週1回配置した。【智頭町】相談窓口強化のため、専門相談員を週1回
配置し消費生活相談窓口を開設した。【八頭町】消費生活相談専門員による相談窓口を週１日設置した。【大山町】相談員をNPO法人に委託し、月に1度相談員配置による相
談日を設定するとともに講座を実施。【南部町】NPO法人に委託し、月に1度相談員配置による相談日を設置するとともに講座を開催。【日南町】相談窓口業務の機能強化を図
るため、専門相談員を月2回配置。【日野町】月2回、年24回専門の消費生活相談員を窓口に配置することで、相談窓口の強化及び柱内に繋がった。【江府町】専門相談員を
配置することで、相談体制を強化することができた。【中部広域】消費生活相談員を2名配置し、住民からの相談に対応した。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

【鳥取市】相談員及び担当職員の国民生活センター等が主催する研修に参加するための支援を行い、相談対応及び啓発事業の実施ぬ向けたレベルアップを図った。【米子
市】相談員研修、担当職員研修への参加、【境港市】相談員の県外研修を拡充し、レベルアップを図る。【岩美町】職員・相談員を国民生活センター等が主催する研修へ参加
させる。【若桜町】専門相談員のレベルアップを図るため、研修参加に必要な旅費を支援した。【智頭町】職員・相談員を県内外の研修へ参加させた。【八頭町】研修旅費を支
援し、相談員のレベルアップを図った。【北栄町】消費者相談対応について、実務知識及び事務処理知識を習得することが出来た。【日吉津村】委託先であるNPO法人コン
シューマーズサポート鳥取の専門相談員が研修へ参加。【大山町】相談員の研修参加を支援、【南部町】相談員の研修参加を支援、【伯耆町】研修会に参加し、相談業務担当
職員のレベル向上を図った。【日南町】相談員の研修費、【日野町】研修に参加することで知識を養い、対応力の強化に繋がった。【江府町】研修会に参加し、消費生活相談員
のレベルアップを図ることができた。【中部広域】消費生活相談員が国・県等が実施する研修等に参加し、消費生活相談対応等の知識を習得した。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業強化・機能強化の成果の概要

【鳥取市】相談員のための弁護士相談を月1回実施し、相談対応のレベルアップを図った。【米子市】弁護士と契約し、相談員による随時相談の実施、【境港市】弁護士の法律
相談。

【鳥取市】相談員・職員による出前講座を実施した。総合的な消費者啓発イベントを開催した。また、それらにかかる啓発資料を作成した。鳥取市消費者教育推進計画を策定
した。安全安心な消費生活にかかる情報発信を行った。随時弁護士相談を行った。【米子市】市民向けセミナー・講座の開催、ラジオ広告、市報特集号の作成、貸出用書籍・
啓発冊子等の購入、【倉吉市】①日中に啓発講座の受講が困難な方に啓発講座を活用してもらい、消費生活に関する知識の普及に取り組んだ。②高齢者に向けて消費生活
センターの周知及び消費者被害に関する情報提供を行い啓発を図った。③小・中学生及びその家庭に向けて消費生活に関する基礎知識の提供を行った。④高齢者の悪質
電話勧誘被害の未然防止を行った。【境港市】啓発グッズや防犯カレンダーを作成し、消費者啓発及び消費者教育の推進を図る、【岩美町】出前講座・街頭啓発等実施時に
配布する啓発物品を作成する。【若桜町】消費者被害防止のため、啓発グッズ（絆創膏・ウエットティッシュの詰め合わせ）の全戸配布を行った。【智頭町】啓発に必要な資料、
物品の作成・購入。講師を派遣し、消費者問題に関する講演を実施した、【八頭町】啓発物品を作成し、全戸配布した。消費生活相談専門員による啓発出前講座を開催した。
【三朝町】消費者被害防止のための啓発チラシを町内全戸に配布、また全町民対象の町民集会において啓発物品を配布し被害防止を呼び掛けた。【湯梨浜町】啓発用グッズ
を購入し、講座や啓発の際に配布。リーフレットは中学生を対象に配布。毎月町報に消費生活トラブルに関する啓発記事を掲載。出前講座の実施。【琴浦町】消費者被害を未
然防止するため、啓発グッズの配布と啓発講座を実施した。【北栄町】消費者被害防止のため、各世代に対する啓発活動や研修等により、消費者問題に対する知識の普及を
図った。【大山町】消費者被害防止のための啓発用回覧板配布の実施、【南部町】消費者被害を防止するため、啓発物品の配布等を行う、【伯耆町】町民向け啓発講座の開
催、図書館の「消費生活コーナー」に配架する啓発用図書の購入、啓発用リーフレット及び物品の購入・配布を実施した。【日南町】消費者問題に関する啓発を図るため、町内
に悪質業者被害防止のぼり旗を設置、【日野町】自治会にのぼり旗設置、啓発グッズの配布、2月に1回、消費生活に関連する記事を広報へ掲載することで啓発に繋がった。
【江府町】啓発講座やグッズの配布により、消費者問題に関心を持ってもらうことができた。【中部広域】広報紙及び啓発用グッズにより、トラブル防止に努めた。



10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

円

円

75,481,158        

11,073,423        30,309,423

16,492,681        

8,801,865

24,368,764           

58,988,477           

円円

円

62,941,000          

10,142,036           

24,811                 

円

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

うち交付金等対象経費

138,422,158          

円

円円26,667,370

19,236,000

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

54,678,187           円 円

対平成２０年度差

円

今年度

19,236,000          

円

円

円 49,124,258

円

46,589,181円

56,023,397        

円

円円

43,705,000          

43,705,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円

前年度平成２０年度

8,767,395 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

5,931                

83,743,971           

うち交付金等対象外経費

うち都道府県

46,231

44.6

円62,941,000          

うち都道府県

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 29,356,027

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

円34,619,713             

うち管内の市町村合計

交付金分

①都道府県の消費者行政決算見込み額

うち都道府県

32,591,072

1,340,171

-1,345,210        

-                                    

円

79,180,253        

1,334,240

円

円

円

-269,965           

-2,298,606        

0

円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

円

円

円

円円

34,470              

円

円

3,488,473          

うち管内市町村

円

人

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち都道府県

うち管内市町村

円

40,401              

円

847,473            

％

円

-21,420            

57,367,271             

円

22,747,558             

円

円

5,419,258          

24,811

うち交付金等対象の賃料、人件費等

-21,420            

953,396            

円

％

30,309,423          

41.3

うち交付金等対象経費

1,621,206                        

円円

34,619,713           円

対前年度差

40,038,971        

2,028,641          

円

-                      

円

35,442,187        

-                      

847,473            

円

円

3,218,508          

うち管内市町村

人

％42.6

円

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                        

49,124,258          

135,203,650      

円

うち先駆的事業

円

円

うち先駆的事業

うち都道府県

うち都道府県

人

円

人

24,714,001        

円

円

円

円

4,563,718          

円

円

79,433,681           

25,561,474           円

円

-                        

10,101,635        

59,258,442        

人

75,945,208        

46,231              

-                        

円

円

79,433,681          

円

1,621,206                        

24,714,001 円 25,561,474

交付金相当分

円 円

うち管内の市町村合計

円2,535,077          



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

6,234,268                              

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） -                                          

1,621,206                              

設置当初の基金残高（交付金相当分） 191,466,000                           

円

円

人

今年度末実績 相談員総数

相談員総数

人

13

相談員総数

人

前年度末

①報酬の向上

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

2,785                                    

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末

相談員総数

相談員総数

消費生活相談員の配置 13 人

人

相談員総数 13

前年度末 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数 13

人

7,852,689                              

円

円

人

人 今年度末実績

相談員総数

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

研修旅費も委託料の一部として負担する



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

3 人

相談員総数8 人

3人

12

今年度末実績

12うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 8前年度末

人 今年度末実績相談員総数

消費生活相談員の配置 人

前年度末 相談員総数

【鳥取市】国民生活センター等主催の研修参加を支援、【米子市】国民生活センター等開催の研修等への参加するための旅費を支援、【境港市】専門相談員及び行政職員が、各々年２回程度県
外研修に参加する。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 23前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 23

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上

④その他 ○

②研修参加支援

①報酬の向上

○

【米子市】相談員用参考図書の購入、【境港市】相談業務に有益な参考図書の購入、


